
 

 

総合環境政策局環境経済課 

１．事業の概要 

エコポイントとは、省エネ家電等の温室効果ガスの排出削減に資する商

品・サービスの購入・利用や省エネ行動によりポイントが貯まり、商品等

と交換できる仕組みである。 

家庭における温室効果ガス削減行動を誘導する切り札として、平成２０

年度より、全国型３件・地域型９件のエコ・アクション・ポイントモデル

事業を推進している。 

全国型の３件は、複数又は異業種の事業者が参加して共通のエコ・アク

ション・ポイントを発行するプラットフォーム型の事業である。平成２１

年度においては、省エネ商品・サービス等を販売する幅広い業種の事業者

が数多く参加する事業として本格展開するためにシステムの機能拡充を

行い、広く国民の参加を促していくことが必要である。 

地域型の９件は、商店街を中心とした地域ぐるみの事業、省エネ型集合

住宅開発事業と一体化した事業等の多様な事業となっている。平成２１年

度においては、平成２０年度のモデル事業の成果の他地域での普及を図る

とともに、地域の特性に応じたその他の事業モデルの立ち上げを新たに支

援していくことが必要である。 

 

２．事業計画 

（１）エコポイントフォーラム事業費（一般会計） 

 エコポイント等国民のＣＯ２削減のための環境行動を促進する取組

を全国的に普及させるため、エコポイントフォーラムを開催するととも

に、各地域、企業等が活用しうるエコポイント等に係る成功ポイント集

を策定する。 

 

（２）エコポイントモデル事業（特別会計） 

全国型事業では、既存のＰＯＳシステムやポイントカードとの連携、

法人会員対応、全国型事業者同士のポイント交換機能や地域型事業者

との連携機能の開発等、幅広い企業が参画する事業として本格展開し、

幅広い国民の参加を促進していく。 

地域型事業では、平成２０年度のモデル事業の成果を踏まえ、採択

事業の周辺地域や関連事業者内での拡大等を通じて他地域での普及を

図っていくとともに、地域の特性に応じたその他の事業モデルの立ち

上げを新たに支援していく。 

 

エコポイント等ＣＯ２削減のための環境行動促進事業 

（一般・エネ特会）         ５１０百万円（３６０百万円） 



３．施策の効果 

モデル事業の実施等を通じ、幅広い国民の参加を得たエコポイントを本

格展開し、特に近年の増加が著しい業務・家庭部門の温室効果ガス削減を

図り、低炭素社会を形成する。 

 

４．備考 

（１）エコポイントフォーラム事業費 

    ○ 一般会計：調査費 10百万円 

 

（２）エコポイントモデル事業 

    ○ 特別会計：調査費 500百万円 

 （内訳）モデル事業選定・検証事業等 8百万円 

モデル事業（全国型：113百万円×４カ所）450百万円 

（地域型： 6百万円×７カ所） 42百万円 

 



「エコポイント等ＣＯ２削減のための環境行動促進事業」

エコ・アクション・ポイント
の本格展開
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多様な企業のＰＯＳシステム
等と連動した幅広い企業の参
画によるエコ・アクション・ポイン
ト事業の本格展開

H20 1事業者あたり10～20社
↓
H21 同 50社程度(目標)

【地域型】
地域の特性に応じた多様なモ
デルの導入促進
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そのポイントの量に応じて、商品等の経済的価値のあるものと交換できる仕組み
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